
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

令和3年度における民間資金借
入に係るエージェント業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R3.3.16
株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内1-1-
2

5010001008813

本件企画競争による公募において、審査を経て選
定された企画内容を実行できる相手方は他に存
在せず、競争を許さないことから本機構会計規程
第16条第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項
第1号に該当するため。

- 3,630,000 - - 企画競争

ベトナム事務所税務会計等業
務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R3.3.8

VIA VIETNAM CO.,LTD
5F Eurowindow Multicomplex
27 Tran Duy Hung st. Trung
Hoa ward Cau Giaydist Hanoi
city, Vietnam

本件は、ベトナム事務所現地職員を雇用するに際
して発生する社会保険料・個人所得税の算出、現
地税務調査に対応する事務所会計帳簿の作成を
委託するほか、現地税務関係法令の改正あった
時に求められる税務会計上の対応について、適切
な助言・支援を得るため委託を行うものである。本
機構会計規程第16条第1項及契約事務取扱細則
第23条第1項第11号（外国で契約する場合）に該
当するため。

- 1,123,320 - - 随意契約

ベトナム事務所運営業務等に
係る労働者派遣

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R3.3.12

OS POWER VIETNAM CO.,
LTD
Room 12P, 12 Floor, Center
Building, No.1 Nguyen Huy
Tuong Str., Thanh Xuan
Trung Ward, Thanh Xuan
Dist., Ha Noi

本件は、ベトナム事務所での派遣職員を雇用する
ものであり、本機構会計規程第16条第1項及び契
約事務取扱細則第23条第1項第11号（外国で契約
をする場合）に該当するため。

- 2,699,239 - - 随意契約

Windows7 サポート延長ライセン
ス購入

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R3.3.22
株式会社大塚商会
東京都千代田区飯田橋2-
18-4

1010001012983

ビジネス用アプリケーションソフト(Microsoft
Windows)ライセンス（以下「本ライセンス」）につい
ては、令和2年3月19日付で、株式会社大塚商会よ
り購入（契約期間：令和5年3月31日まで）してい
る。本件は、本ライセンスのサポート延長である
が、製造元である日本マイクロソフト社の方針によ
り、一事業者からの供給のみ認められており、他
の事業者からの供給が許されないことから、本機
構会計規程第16条第1項及び契約事務取扱細則
第23条第1項第1号（契約の性質又は目的が競争
を許さない場合）に該当するため。

- 3,958,240 - - 随意契約

進学に向けた資金計画を作成
するための進学資金シミュレー
ターの保守運用業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R3.3.25
株式会社日立ソリューション
ズ・クリエイト
東京都品川区東品川4-12-6

1020001028459

本件の一般競争入札において、再度の入札に付
しても落札者がなく、入札不調となったことから、本
機構会計規程第16条第1項及び契約事務取扱細
則第23条第1項第14号（競争に付しても入札者が
ないとき又は再度の入札に付しても落札者がない
場合）に該当するため。

- 4,804,800 - -
随意契約
（不落随契）

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

随意契約によることとした業務方法書又は会計規
定等の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号又は名

称及び住所
法人番号

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数
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